
平成２４年度　政府予算案（大阪府都市整備部関係）の決定内容

平成24年2月23日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	集中型の国土構造の転換

（１）大阪都市圏の競争環境の整備

１．都市圏高速道路等の一体的運営構想の実現

・阪神都市圏高速道路の料金体系の一元化に向けた取り組みの推進
	◆予算項目以外の状況　
○Ｈ23.12.9 国土交通省「高速道路のあり方検討有識者委員会」中間とりまとめ
　・料金制度は安定的でシンプルなものとし、対距離制を基本とすべき。
・大都市では環状道路をはじめネットワークの緊急強化が必要。
・「国と地方の検討会」において、ネクスコ等も含めた料金体系一元化やミッシングリンク整備を行える新たな枠組みづくりについて検討を進めているところであり、まずは利用者の視点に立った料金体系の実現、さらに地域自らが必要な道路整備を行える新たな枠組みづくりに向け、関係団体とともに精力的に取り組んでいく。


	

	２．高速道路等の整備推進

・新名神高速道路（全線早期整備）、大阪都市再生環状道路（大和川線等）等の整備推進


	◆概算要求の状況　国土交通省
○大阪都市再生環状道路（大和川線等）等

阪神高速道路（株）高速道路建設事業費

（事）331億円
　   （(Ｈ23)324億円）

　※上記金額は同社の国に対する予算要求状況


	　　（国）金額明記なし


	

	
	◆予算項目以外の状況

○Ｈ23.12.9 国土交通省「高速道路のあり方検討有識者委員会」中間とりまとめ
・三大都市圏を連結する東名、名神には寸断リスクや深刻な渋滞等の課題。大都市間の連絡については、高いサービスレベルとネットワークの多重化が必要。
・早急に新名神高速道路未着手区間の着工判断・早期の全線整備が図られるよう、関係団体と連携して、引き続き強く働きかけていく。

・大阪都市再生環状道路の一部をなす大和川線について、関連街路事業も含め、事業を確実に推進できるよう、必要額の満額確保を国に働きかけていく。


	

	３．関空へのアクセス改善等に対する

支援

・なにわ筋線の都市鉄道調査や関空リニア調査（仮称）を踏まえた最適案の絞り込みと早期事業化

・北大阪急行延伸事業の関係者への助言
	◆予算項目以外の状況

・平成２３年度において、国が実施する関空への高速アクセス検討の調査費が措置された。

平成２４年度は、関空リニア等の調査が引き続き行われる予定。

・高速アクセスは関空が国際拠点空港として発展するための重要な鍵であり、今後、本調査費を有効活用し、事業の具体化が図られるよう国に働きかけていく。

	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	４．国際コンテナ戦略港湾　阪神港への支援措置の実施

・国際コンテナ戦略港湾への位置付けを踏まえた必要な支援措置の実施
	◆概算要求の状況　国土交通省
○国際コンテナ戦略港湾における総合的な対策

（国）366億円

（(Ｈ23)327億円）

うち公共（国）336億円
（(Ｈ23)316億円）
非公共（国）30億円

（(Ｈ23)11億円）

○新規着工施設

・大阪港北港南地区国際海上コンテナターミナル整備事業

事業期間：平成24～27年度、

総事業費：（事）155億円


	（国）359億円

うち公共（国）339億円

非公共（国）20億円

（国）359億円の内数として、大阪港北郊南地区国際海上コンテナターミナル整備に係る事業化検証調査を措置
	

	
	◆予算項目以外の状況
・国際コンテナ戦略港湾等における指定会社税制＜延長＞


	

	５．市街地整備制度の確立

・集約型都市構造を強化するための新たな制度の確立

・活力創出型のまちづくりの推進に向けた所要の措置
	◆予算項目以外の状況
・鉄道駅周辺の再開発ビル等で散在している空き床(区分所有床)を有効活用するため、集約できる制度の創設(区分所有法による全員同意でなく、都市再開発法の権利変換手法などを参考とした制度の創設)について、機会ある毎に要望を行っており、引き続き国に求めていく。

・土地区画整理法等において、広域幹線道路沿道での産業促進を目的とした活力創出型のまちづくりを推進するため、所要の措置が講じられるよう機会ある毎に要望を行っており、引き続き国に求めていく。


	

	６．官民連携による競争環境の整備

・高速道路や鉄道整備等に関する官民連携（PPP・PFI）の取り組みの推進


	◆概算要求の状況　国土交通省

○官民連携による成長戦略・震災復興の推進

　　　　　　　　　　　　　　（全） 8億円

（新規）
	（全） 8億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・平成23年6月に国土交通省へ「都市圏高速道路等の一体的運営事業」、「鉄道整備に係る民間資金の活用等に関する調査」、「道路照明灯のLED化推進事業」、「第二京阪沿道まちづくりへの将来税収増の活用（TIF）」、「下水道資源を活用した処理場のエネルギー拠点化事業」について、新たなPPP/PFI制度について提案応募。（平成23年９月　不採択通知）


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	（２）地方分権改革の推進

１．地方の裁量による都市基盤整備の

推進

・社会資本整備総合交付金を地域自主戦略交付金に移行し、将来的には財源移譲の上廃止

・自主財政権の確立までの間、事業進捗等を踏まえた配分及び弾力的な運用
	◆概算要求の状況   国土交通省
・社会資本整備総合交付金　　　　　　　　　

（国）1兆8,356億円

　　（(Ｈ23)1兆7,539億円）　
・地域自主戦略交付金　 （全）5,376億円
（(H23) 5,120億円、うち沖縄分 321億円）
	（国）1兆5,857億円
内通常枠　1兆4,395億円

内全国防災枠　1,462億円

（全）8.329億円

　　　　［内沖縄分を除く府県向け］
（全）5,515億円

［内政令市向け］

（全）1,239億円


	

	
	◆予算項目以外の状況

・「地域自主戦略交付金」等の拡充に伴い、「社会資本整備総合交付金」から2,182億円が移行。

・平成23年度から5年間限定で、「東日本大震災を教訓として、全国的に緊急に実施する必要性が高く、即効性のある防災、減災等のための施策」に限定された、“全国防災枠”を設定。


	

	２．国出先機関の移管に向けた支援

・近畿地方整備局の関西広域連合への丸ごと移管に向けた支援措置


	◆予算項目以外の状況

・移譲される事務・権限の執行に必要な財源を確保。税源移譲についても検討。

・平成24年通常国会に法案提出。準備期間を経て26年度中に事務・権限の移譲を目指す。

・関西では、個別協議ではなく、広域連合で国出先機関の丸ごと移管を求める方針で一致。

　　早急に移管に向けて国と広域連合との協議の場を設けられるよう国に働きかけていく。


	

	３．国土利用計画法の改正

・土地利用基本計画策定の選択化

	◆予算項目以外の状況
○土地対策全国連絡協議会の要望に対する国の回答

・土地利用基本計画を選択制にするという要望は、単に選択制にすることは困難と考える。

・現行法を前提とする限り、さらに簡素化や効率化になるという提案があれば、積極的な提案をいただければ、是々非々で対応していきたい。

・府においては、平成22年10月に策定した国土利用計画（第四次）に府域に関するマスタープランの役割を持たせているため、土地利用基本計画が唯一のマスタープランであるとはいえない。

・開発に関しても、府域のほぼ100％が都市地域である大阪府にとって、個別規制法による規制で、無秩序な開発は十分に防げると考えており、引き続き要望を実施する予定。


	

	都市基盤整備の着実な推進

１．東日本大震災を踏まえた対応

・中央防災会議等における早期検討と速やかな情報提供・技術支援等

・道路照明灯のLED化の拡充に向け、JIS規格等の早期策定に向けた措置


	◆予算項目以外の状況
・平成23年9月に「LED道路・トンネル照明導入ガイドライン(案)」が国交省より策定されたが、JIS規格等の早期策定を引き続き働きかけていく。
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考


	２．都市基盤施設の強化に向けた事業の推進

◆道路・街路事業の推進 

　・機能的なネットワーク形成

・災害に強い道路整備


	◆概算要求の状況　
○道路関係　国土交通省
・社会資本整備総合交付金【再掲】
　　（全）１兆8,356億円

（(Ｈ23)１兆7,539億円）

　

・地域自主戦略交付金　内閣府【再掲】
（全）5,376億円

（(H23)5,120億円、うち沖縄分321億円）
　・補助事業　国土交通省　（全）579億円
（(Ｈ23)621億円）

・地方道路臨時貸付金　国土交通省

　（全）800億円　
（(Ｈ23)800億円）


	（国）1兆5,857億円
内通常枠　1兆4,395億円

内全国防災枠　1,462億円

（全）　　8,329億円

［うち沖縄分除く府県向け］
（全）5,515億円
［うち政令市向け］

（全）1,239億円

（全）516億円
（全）800億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・開かずの踏切対策である連続立体交差事業の推進や機能的な道路ネットワークの形成等にあたり、必要額が満額確保されるよう、国に働きかけていく。


	

	◆都市鉄道事業の推進

・おおさか東線の整備推進


	◆概算要求の状況　国土交通省
○おおさか東線

　・貨物鉄道の旅客線化　　 （全）9.6億円

　  （(Ｈ23)7.8億円）


	（全）9.5億円

	

	◆治水事業の推進

・特定都市河川浸水被害対策法の流域指定に係る要件の緩和や新たな支援制度

・安威川ダム事業、槇尾川の治水対策に対する所要の措置

・阪神なんば線淀川橋梁の架け替え、大和川の治水対策及び水質改善、亀の瀬地すべり対策事業

・地方の意見を踏まえたスーパー堤防事業の調整

・直轄河川等における被害想定や警戒避難体制の検討、及び情報の共有


	◆概算要求の状況　国土交通省
○治山・治水　　　　　　　（全）6,284億円

　（(Ｈ23)5,806億円）

・治水                  （全）6,049億円

　                    （(Ｈ23)5,686億円）

・海岸                    （全）234億円

　　                    （(Ｈ23)120億円）

○都市水環境整備事業        （全）228億円

　　                    （(Ｈ23)291億円）

○災害復旧関係事業          （全）534億円

　                      （(Ｈ23)507億円）

○港湾整備事業
・港湾事業  　　　　　　（全）2,064億円

　                      （(Ｈ23)1,834億円）
	（全）6,150億円

（全）6,035億円

（全）115億円

（全）228億円

（全）506億円

（全）1,818億円

　※　基幹的広域防災拠点整備を含む
	

	◆水都大阪の推進

・「寝屋川流域清流ルネッサンスⅡ」後継計画の推進

	
	
	

	◆港湾整備の推進

・堺２区基幹的広域防災拠点の推進、事業制度の拡充及び維持管理経費の広域負担制度創設

・堺泉北港汐見沖地区-11m岸壁整備に必要な所要の財源措置

・海岸保全施設の高潮対策に必要な所要の財源措置

・フェニックス事業の推進にあたり、残余分配制度の見直し


	
	
	

	
	◆予算項目以外の状況
・スーパー堤防事業は、国の「高規格堤防の見直しに関する検討会」で「人口が集中した区域で堤防が決壊すると甚大な人的被害が発生する可能性が高い区間」とすることが確認されたところ。

　・スーパー堤防の実施については、まちづくりの熟度を踏まえるなど慎重に対応すべきであり、具体的な事業箇所などについては、府の意見を反映するよう求めていく。


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	◆下水道事業の推進

・改築・更新事業に必要な財源措置

・寝屋川流域下水道の増補幹線の整備促進
	◆概算要求の状況　
○下水道事業　国土交通省
・社会資本整備総合交付金【再掲】

　　（全）１兆8,356億円

（(Ｈ23)１兆7,539億円）

　

・地域自主戦略交付金　内閣府【再掲】

（全）5,376億円

（(H23)5,120億円、うち沖縄分321億円）


	（国）1兆5,857億円
内通常枠　1兆4,395億円

内全国防災枠　1,462億円
（全）　　8,329億円

［うち沖縄分除く府県向け］

（全）5,515億円

［うち政令市向け］

（全）1,239億円


	

	◆防災公園事業の推進
・防災公園の整備に必要な財源措置
	◆概算要求の状況　国土交通省
○国営公園等　　　　　　　　（全）376億円
　　                      （(Ｈ23)406億円）
	（全）376億円


	

	３．戦略的な維持管理の推進

・施設補修等の交付金の対象事業化
	◆予算項目以外の状況
・交付金の対象事業拡充について、引き続き国に働きかけていく。
	

	魅力的なまちづくり

１．都市景観形成へ向けた無電柱化の促　　進
・電線共同溝方式での無電柱化実施エリアの拡大
	◆予算項目以外の状況
・無電柱化実施エリア拡大について、会議の場などを通じて府の考え方を示していく。
	

	２．下水道資源の活用による環境にやさしい下水道システムの構築

・官民連携に向けた制度の弾力的運用
	◆予算項目以外の状況
・太陽光発電の導入や、バイオマスエネルギーの活用等を官民連携で取り組むため、処理場用地を活用できるよう、制度の弾力的運用について引き続き国に強く働きかけていく。
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
5　／　5

